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1. 概要  

  Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」に評価結果を

示す設備のうち，屋外タンクである３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復

水貯蔵タンクについては，タンク基礎と一体の地震応答解析モデルにより地震荷重を求め，そ

の地震荷重を用いた耐震評価を実施している。 

本資料では，３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの詳細な

耐震評価方法を示す。なお，これらのタンクの耐震評価においては，内包流体の有効質量を考慮

したモデル化や，流体解析によって算出したスロッシング荷重を考慮した耐震評価を実施してい

る。その検討内容については添付資料（１）に示す。 

 

本資料が関連する工認図書は以下のとおり。 

・「Ⅵ-2-別添 2-2 溢水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの構造計画を 

表 2－1 ，表 2－2及び表 2－3に示す。 

 

表 2－1 構造計画（３号復水貯蔵タンク） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

３号復水貯蔵タ

ンクは，胴下端の

ベースプレート

を基礎ボルトで

基礎に据え付け

る。 

円筒形 

（上面に屋根，

下面にベース

プレートを有

するたて置円

筒形容器であ

り，胴は上部に

いくほど段階

的に板厚が薄

くなる構造で

ある。） 
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表 2－2 構造計画（３号補助復水貯蔵タンク） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

３号補助復水貯

蔵タンクは，胴下

端のベースプレ

ートを基礎ボル

トで基礎に据え

付ける。 

円筒形 

（上面に屋根，

下面にベース

プレートを有

するたて置円

筒形容器であ

り，胴は上部に

いくほど段階

的に板厚が薄

くなる構造で

ある。） 

 

 

表 2－3 構造計画（１号復水貯蔵タンク） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

１号復水貯蔵タ

ンクは，胴下端の

ベースプレート

を基礎ボルトで

基礎に据え付け

る。 

円筒形 

（上面に屋根，

下面にベース

プレートを有

するたて置円

筒形容器であ

り，胴は上部に

いくほど段階

的に板厚が薄

くなる構造で

ある。） 
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2.2 評価方針 

３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの応力評価は，Ⅵ-

2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定す

る箇所において，地震応答解析の結果得られた応答加速度及び断面力による応力等が許容限

界内に収まることを，「5. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。耐震評価結果のうち最も厳しい結果を「6. 評価結果」及びⅥ-2-別添 2-2「溢

水源としないＢ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」に示す。 

耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐震評価フロー 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

MPa 

重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 最高液位（水頭） mm 

Ｈｊ 評価部位ｊにおける水頭 mm 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 ― 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－3に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｊ 評価部位ｊに作用する曲げモーメント（スロッシング荷重等含む） N･mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント（スロッシング荷重等含む） N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量（積雪荷重含む） kg 

ｍｅ 容器の空質量（積雪荷重含む） kg 

ｍｅｊ 評価部位ｊに作用する容器の空質量（積雪荷重含む） kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

Ｑｊ 評価部位ｊに作用するせん断力（スロッシング荷重等含む） N 

Ｑｓ 基礎ボルトに作用するせん断力（スロッシング荷重等含む） N 

＊  

g
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記号 記号の説明 単位 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 一番薄い胴の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｊ 評価部位ｊの胴の厚さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 ― 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

ρ′ 液体の密度 kg/mm3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

 

 注：Ｈｊ，Ｍｊ，ｍｅｊ，Ｑｊ及びｔｊの添字ｊは，評価部位ごとの値を示す。 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

   精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－4に示すとおりである。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

注 ＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

  ３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの耐震評価は，「5.1 

地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴及び基礎ボ

ルトについて実施する。胴は上部になるに従い，段階的に板厚が減少するため，算出応力の許容

応力に対する裕度が最小となる板厚を代表して評価する。各タンクの耐震評価部位については，

表 2－1，表 2－2及び表 2－3の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

   水平方向については，「2.2 評価方針」に基づき，添付資料（２）の地震応答解析に基づく

断面力を用いて応力評価を実施することから固有周期の算出は不要である。 

   鉛直方向については，以下の計算方法に基づき評価する。 

(1) 計算モデル 

   モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。内包流体の全質量を固定質量とし 

て考慮する。 

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。 

c. 変形モードは軸方向変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図 4－1 に示すような下端固定の 1 質点系振動モデルとして考

える。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g 

 
 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ



 

 ···················································· （4.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 
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＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ  ············································· （4.1.2） 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ··············································· （4.1.3） 

 

4.2  固有周期の計算結果 

   固有周期の計算結果について，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としない B，Cクラス機器の耐震性に

ついての計算書」と同じ内容を表 4－1 に示す。計算の結果，鉛直方向の固有周期は 0.05 秒

以下であり，剛構造であることを確認した。 

 

      表 4－1 固有周期             （単位：s） 

 ３号復水貯蔵タンク ３号補助復水貯蔵タンク １号復水貯蔵タンク 

水平 ―＊ ―＊ ―＊ 

鉛直 0.05以下 0.05以下 0.05以下 

注記＊：地震応答解析に基づく断面力を用いて応力評価を実施することから算出は不要 
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5. 地震応答解析及び構造強度評価 

5.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

5.1.1 地震応答解析 

     添付資料（２）に示す各タンクの地震応答解析のうち，タンクの解析モデルの考え方及

び諸元を以下に示す。 

(1) 各タンクの水平方向の解析モデルは，胴の板厚ごとに質点を設け，鉛直部材と等価な 

曲げ及びせん断剛性を有する多質点系モデルとする。各タンクの水平方向の地震応答解析

モデルを図 5－1，図 5－2及び図 5－3に示す。 

(2)  各タンクの水平方向の解析モデルの各質点には質点重量，各要素には有効せん断断面

積及び断面二次モーメントを設定する。内包流体の質量としては有効質量を考慮し，各

質点に割り振ってモデル化する。有効質量を考慮したモデル化方法の詳細については，

添付資料（１）に示す。 

（3)  各タンクの鉛直方向の解析モデルは，タンクが鉛直方向について剛構造であることか 

ら，タンクを１つの質点でモデル化し，内包流体の質量としては全質量を考慮する。各

タンクの鉛直方向の地震応答解析モデルを図 5－4，図 5－5及び図 5－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）ＮＳ方向                （ｂ）ＥＷ方向 

図 5－1 ３号復水貯蔵タンク（破線部）の水平方向の地震応答解析モデル 

（添付資料（２）から引用） 
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 966.3

 38750

 40400

 71750
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613.7

102.9

2852
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1007

1498

14520

 593200

22530

 369000

 70230

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

342.2
11200

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

8.390
1233

8.390
1233

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

1953

613.7

102.9

 593200

 62640

102200

 40400

 824.2

 20900

 38750

 966.3

  22530

3225

1498

 414100

14520

2852

1007

3187

18.17
1095

18.17
1095

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

342.2
13520

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）
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（ａ）ＮＳ方向                 （ｂ）ＥＷ方向 

図 5－2 ３号補助復水貯蔵タンク（破線部）の水平方向の地震応答解析モデル 

（添付資料（２）から引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＳ方向，ＥＷ方向共通 

図 5－3 １号復水貯蔵タンク（破線部）の水平方向の地震応答解析モデル 

（添付資料（２）から引用） 

 

 

 

単位：m

EL 28.300

EL 27.428

EL 25.913

EL 24.398 39.52

EL 22.883

EL 21.368

EL 19.853 54.23

EL 18.338 284.4

EL 18.000

EL 16.823 750.1

EL 15.300

EL 14.500
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355.1

32.66

41.09
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48.35

遮蔽壁

685.2

22450
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50490

2047

8

7

9

2

1
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4

3

6

10

15

5

0.2229
9.667

0.2548
11.05

0.3504
15.20

0.3823
16.59

56.14
2942

9.386
568.2

0.1911
8.284

0.1911
8.284

0.1911
8.284

0.1911
8.284

0.2867
12.43

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000   22980

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

 593200

3225

1555

 65740

 389600

14520

2852

1007

 40400

3187

1762

 86060

503.8

 765.3

 18550

102.9

 966.3

 38750

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）

322.0
12330

17.31
1153

17.31
1153

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

 593200

3225

1555

 66580

22980

 356600

14520

2852

1007

 40400

3187

1762

 63890

503.8

 765.3

 18550

102.9

 966.3

 38750

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）

322.0
10550

10.27
1168

10.27
1168
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図 5－4 ３号復水貯蔵タンク（破線部）の鉛直方向の地震応答解析モデル 

（添付資料（２）から引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 ３号補助復水貯蔵タンク（破線部）の鉛直方向の地震応答解析モデル 

（添付資料（２）から引用） 

 

 

単位：m
遮蔽壁

EL 19.000

EL 16.700

EL 14.200

EL 11.700

EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500
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 14520

1498

 824.2

 966.3
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6

8

9
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2.826

2.826

1.929

1.678

1.823

質点重量（kN)

軸ばね定数（×10
8
kN/m）

単位：m
遮蔽壁

EL 19.000

EL 16.700

EL 14.200

EL 11.700

EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

KV，CV

1555

 38350

 14520

1007

1762

 765.3

 966.3

7

6

8

9

12

11

10

1.929

1.678

1.823

質点重量（kN)

軸ばね定数（×108kN/m）

2.934

2.934

36.01



 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 １号復水貯蔵タンク（破線部）の鉛直方向の地震応答解析モデル 

（添付資料（２）から引用） 

 

 

  

EL 18.000

単位：m

EL 15.300

タンク基礎

EL 14.500

KV，CV

685.2

遮蔽壁

7442

2047

16

10

15

質点重量（kN)

軸ばね定数（×10
8
kN/m）

1.308

26.92



 

14 

5.1.2 構造強度評価方法 

３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの構造強度評

価は以下の条件で計算する。概要図を図 5－7に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。なお，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を用いる。 

(2) 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。 

(3) 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

(4) 胴は上部になるに従い，段階的に板厚が減少するため，板厚ごとに評価する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 概要図 

 

 

  

胴板 

屋根 

基礎ボルト 

ベースプレート 

基礎ボルト 

ベースプレート 

注：概要を示したものであり，外形及びボルト本数は実機とは異なる。 
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 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの荷重の組合せ

及び許容応力状態を表 5－1 に示す。３号復水貯蔵タンク及び３号補助復水貯蔵タンクに

ついては積雪荷重を組み合わせた評価を行い，１号復水貯蔵タンクについては風荷重及び

積雪荷重を組み合わせた評価を行う。 

   

5.2.2 許容応力 

  ３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの許容応力は，

Ⅵ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」に基づき表 5－2 及び表 5－3 に

示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク及び１号復水貯蔵タンクの使用材料の

許容応力評価条件を表 5－4に示す。 

 

5.2.4 風荷重 

風荷重は，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としない B，Cクラス機器の耐震性についての計算

書」に記載のとおり，風速 30m/sを考慮して評価する。 

 

5.2.5 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としない B，Cクラス機器の耐震性についての計

算書」に記載のとおり，100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35を考慮して

評価する。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

機器名称 荷重の組合せ 許容応力状態 

３号復水貯蔵タンク  
Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＳ 

ⅣＡＳ ３号補助復水貯蔵タンク 

１号復水貯蔵タンク Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＳ＋ＰＫ 

 

表 5－2 許容応力（容器類） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 

＊3 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を

行い，疲労累積係数が 1.0 以下である

こと。ただし，地震動のみによる一次応

力＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以下で

あれば疲労解析は不要。 

 

注記＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代 

表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313

を除く。Ｓⅿは 2／3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

 

 

表 5－3 許容応力（支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力

で代表可能である場合は評価を省略する。

＊
 

＊
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表
5－

4 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
 

機
器
名
称
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a)
 

３
号
復
水
貯
蔵

タ
ン
ク

胴
板
 

SU
S3
04
 

最
高
使
用
温
度
 

66
 

1
8
8 

4
7
9 

基
礎
ボ
ル
ト
 

SC
M4
35
 

周
囲
環
境
温
度
 

50
 

7
6
4 

9
0
6 

３
号
補
助
復
水

貯
蔵
タ
ン
ク
 

胴
板
 

SU
S3
04
 

最
高
使
用
温
度
 

66
 

1
8
8 

4
7
9 

基
礎
ボ
ル
ト
 

SC
M4
35
 

周
囲
環
境
温
度
 

50
 

7
6
4 

9
0
6 

１
号
復
水
貯
蔵

タ
ン
ク

胴
板
 

SS
41

(S
S4
00

相
当
) 

最
高
使
用
温
度
 

40
 

2
45
 

4
0
0 

基
礎
ボ
ル

ト
 

S1
5C
N 

(S
15
C
相
当
) 

周
囲
環
境
温
度
 

50
 

2
3
1 

3
6
2 
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5.
3 

設
計
用
地
震
力
 

 評
価
に
用
い
る
設
計
用
断
面
力
及
び
設
計
震
度
を
表

5－
5，

表
5－

6
及
び
表

5－
7
に
示
す
。
 

「
基
準
地

震
動
Ｓ
ｓ
」
に
よ
る
地
震
力
の
う

ち
水
平
方
向
は
，
添
付
資
料
（
２
）
の
時
刻
歴
応
答
解
析
に
て

得
ら
れ
た
断
面
力
（
せ
ん
断
力
及
び
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
）
を

上
回
る
断
面
力
を
用
い
て
評
価
を
行
う
。「

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
」
に
よ
る
地
震
力
の
う
ち
鉛
直
方
向
は
，
添
付
資
料
（
２
）
の
時
刻
歴
応
答
解
析
に
て
得
ら
れ
た
震
度
を
上

回
る
設
計
震
度
を
設
定
す
る
。
 

表
5－

5 
設
計
用
断
面
力
及
び
設
計
震
度
（
３
号
復
水
貯
蔵
タ

ン
ク
）
 

評
価
部
位
 

EL
 

(m
m)
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

せ
ん
断
力
(N
) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(
N・

mm
) 

設
計
震
度

＊
4  

Ｃ
Ｖ
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

左
記
 

合
計
 

設
計
用

＊
3  

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

左
記
 

合
計
 

設
計
用

＊
3  

基
準
地
震
動
 

Ｓ
ｓ
 

地
震

＊
1  

ス
ロ

ッ
シ
ン
グ

＊
2  

地
震

＊
1  

ス
ロ
ッ
シ
ン
グ

＊
2

胴
板
 

17
01
5 

2.
63
4×

10
6  

追
而
 

追
而
 

4.
43
8×

10
6  

5.
74
2×

10
9  

追
而
 

追
而
 

9
.6
4
9×

1
09
 

1
.
0
0 

14
51
5 

3.
00
7×

10
6  

5.
08
0×

10
6  

1.
32
6×

10
10
 

2
.2
2
7×

1
01

0  

12
01
5 

1.
18
3×

10
7  

1.
91
6×

10
7  

4.
26
1×

10
10
 

7
.0
1
0×

1
01

0  

95
15
 

1.
84
7×

10
7  

3.
09
3×

10
7  

8.
87
7×

10
10
 

1
.4
7
4×

1
01

1  

70
00
 

2.
24
8×

10
7  

3.
82
1×

10
7  

1.
43
6×

10
11
 

2
.4
3
4×

1
01

1  
基
礎
ボ
ル
ト
 

注
記
＊
1：

時
刻
歴
応
答
解
析
に
よ
る
断
面
力
 

＊
2：

ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
荷
重
に
よ
る
断
面

力
 

＊
3：

考
慮
す
べ
き
荷
重
を
上
回
る
設
計

用
の
断
面
力
 

 
 

＊
4：

時
刻
歴
応
答
解
析
に
よ
る
震
度
を

上
回
る
設
計
震
度
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表
5－

6 
設
計
用
断
面
力
及
び
設
計
震
度
（
３
号
補
助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
）
 

評
価
部
位
 

EL
 

(m
m)
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

せ
ん
断
力
(N
) 

曲
げ

モ
ー
メ
ン
ト
(N
・
m
m
) 

設
計
震
度

＊
4  

Ｃ
Ｖ
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

左
記
 

合
計
 

設
計
用

＊
3  

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

左
記
 

合
計
 

設
計
用

＊
3  

地
震

＊
1  

ス
ロ

ッ
シ
ン
グ

＊
2  

地
震

＊
1  

ス
ロ
ッ
シ
ン
グ

＊
2

胴
板
 

17
01
5 

2.
20
6×

10
6  

追
而
 

追
而
 

4.
43
8×

10
6  

4.
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9×

10
9  

追
而
 

追
而
 

9.
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1
09
 

1
.
0
0 

14
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5 

2.
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1×
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6  

5.
08
0×

10
6  

1.
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6×

10
10
 

2.
2
2
7×

1
01

0  

12
01
5 

1.
12
3×

10
7  

1.
91
6×

10
7  

3.
91
5×

10
10
 

7.
0
1
0×

1
01

0  

95
15
 

1.
79
0×

10
7  

3.
09
3×

10
7  

8.
29
5×

10
10
 

1.
4
7
4×

1
01

1  

70
00
 

2.
28
3×

10
7  

3.
82
1×

10
7  

1.
38
5×

10
11
 

2.
4
3
4×

1
01

1  
基
礎
ボ
ル
ト
 

注
記
＊
1：

時
刻
歴
応
答
解
析
に
よ
る
断
面
力
 

＊
2：

ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
荷
重
に
よ
る
断
面

力
 

＊
3：

考
慮
す
べ
き
荷
重
を
上
回
る
設
計

用
の
断
面
力
 

 
 

＊
4：

時
刻
歴
応
答
解
析
に
よ
る
震
度
を

上
回
る
設
計
震
度
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表
5－

7 
設
計
用
断
面
力
及
び
設
計
震
度
（
１
号
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
）
 

評
価
部
位
 

EL
 

(m
m)
 

水
平
方
向
 

鉛
直
方
向
 

せ
ん
断
力

(N
) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(
N
・
mm
) 

設
計
震
度

＊
5  

Ｃ
Ｖ
 

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

風
＊

3  
左
記
 

合
計
 

設
計
用

＊
4  

基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
 

風
＊
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

     各タンクの胴は上部になるに従い，段階的に板厚が減少するため，板厚ごとに評価する。 

  5.4.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

´ g ｊ ｉ
φ１

ｊ

・
＝
ρ ・Ｈ ・Ｄ

σ
2・ｔ  

 ····································· (5.4.1.1.1) 

´ g ｊ ｉ Ｖ 
φ２

ｊ

・ ・Ｃ
＝
ρ ・Ｈ ・Ｄ

σ
2・ｔ  

 ······························ (5.4.1.1.2) 

＝0１ｘσ   ················································· (5.4.1.1.3) 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地震による軸方向応力が生じる。 

g
２

ｅｊ
ｘ

ｉ ｊ ｊ

＝
（ ＋ ）

ｍ ・
σ

π・ Ｄ ｔ ・ｔ  
································· (5.4.1.1.4)

 

g
３

ｅｊ Ｖ
ｘ

ｉ ｊ ｊ

＝
（ ＋ ）

ｍ ・ ・Ｃ
σ

π・ Ｄ ｔ ・ｔ  
 ······························· (5.4.1.1.5)

 
 

 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断

応力が生じる。 

４

ｊ
ｘ

２
ｉ ｊ ｊ（ ＋ ）

4・Ｍ
σ ＝

π・ Ｄ ｔ ・ｔ
  ······························ (5.4.1.1.6) 

ｊ

ｉ ｊ ｊ（ ＋ ）

2・Ｑ
τ＝

π・ Ｄ ｔ ・ｔ
  ······························· (5.4.1.1.7) 

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

１ ２φ φ φσ ＝σ ＋σ   ····································· (5.4.1.1.8) 

 ０
２ ２

ｔ φ ｘｔ φ ｘｔ
1

σ ＝ ・σ ＋σ ＋ (σ －σ )＋4・τ
2

  

 ······························· (5.4.1.1.9) 

ここで， 

１ ２ ３ ４
２ ２

ｘｔ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝σ －σ ＋ σ ＋σ   ···················· (5.4.1.1.10) 
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(b) 組合せ圧縮応力 

１ ２φ φ φσ ＝－σ －σ   ·································· (5.4.1.1.11) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 

 ０
２ ２

ｃ φ ｘｃ φ ｘｃ
1

σ ＝ ・σ ＋σ ＋ (σ －σ )＋4・τ
2

  

 ······························ (5.4.1.1.12) 

ここで， 

１ ２ ３ ４
２ ２

ｘｃ ｘ ｘ ｘ ｘσ ＝－σ ＋σ ＋ σ ＋σ   ·················· (5.4.1.1.13) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，  

σ０＝Max｛組合せ引張応力(σ０ｔ)，組合せ圧縮応力(σ０ｃ)｝ 

 ······························ (5.4.1.1.14) 

とする。 

なお，一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 

 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

２ ２φ φσ ＝σ   ········································· (5.4.1.1.15) 

２ ２ ２ ２ ２
２ ２

ｔ φ ｘｔ φ ｘｔσ ＝σ ＋σ ＋ (σ －σ )＋4・τ   

 ······························ (5.4.1.1.16) 

ここで， 

２ ３ ４
２ ２

ｘｔ ｘ ｘσ ＝ σ ＋σ   ······························· (5.4.1.1.17) 

(b) 組合せ圧縮応力 

２ ２φ φσ ＝－σ   ······································· (5.4.1.1.18) 

２ ２ ２ ２ ２
２ ２

ｃ φ ｘｃ φ ｘｃσ ＝σ ＋σ ＋ (σ －σ )＋4・τ   

 ······························ (5.4.1.1.19) 

ここで， 

２ ３ ４
２ ２

ｘｃ ｘ ｘσ ＝ σ ＋σ   ······························· (5.4.1.1.20) 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大値

は， 

σ２＝Max｛組合せ引張応力(σ２ｔ)，組合せ圧縮応力(σ２ｃ)｝ 

 ······························ (5.4.1.1.21) 

とする。 
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  5.4.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷

重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める（図 5－8参

照）。 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－8 基礎の荷重説明図 

 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｂ

ｃ

1
ｋ＝

σ
1＋

ｓ・σ

  ········································ (5.4.1.2.1) 
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos－１α   ·································· (5.4.1.2.2) 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 α＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ＝

2









 









 
・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋
ααα

ααααα 2

 

 ·········· (5.4.1.2.3)

 

















ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
 ＝

2

 

 ······························· (5.4.1.2.4) 

α
 αααπ

1＋cos

＋sin・cos )－(  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
 ···················· (5.4.1.2.5) 

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ   ··························· (5.4.1.2.6) 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

g
g

・・
ｅ

－
ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ  

 ·························· (5.4.1.2.7) 

g
g

・・) 
ｅ

1－ (＋
ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

 ·························· (5.4.1.2.8) 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

(5.4.1.2.3)式及び(5.4.1.2.4)式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75及

びｚ＝0.25を(5.4.1.2.7)式に代入し，得られるＦｔの値によって引張力の有無を

次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 

  



 

25 

 

e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ
 
 ··································· (5.4.1.2.9) 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ
 
 ······················· (5.4.1.2.10) 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１
 
 ········································· (5.4.1.2.11) 

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ

 
 ·························· (5.4.1.2.12) 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ２  ········································· (5.4.1.2.13) 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

 

(2) せん断応力 

ｓ
ｂ

ｂ

Ｑ
τ ＝

ｎ・Ａ  
 ········································ (5.4.1.2.14) 
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5.5 応力の評価 

5.5.1 胴の応力評価 

(1) 5.4.1.1 項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 0.6・Ｓｕ 

一次＋二次応力 地震動のみによる一次応力と二次応力

の和の変動値が2・Ｓｙ以下であれば，疲

労解析は不要とする。 
一次＋二次 

＋ピーク応力 

なお，一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。（座

屈の評価） 

２ ３ ４ｘ ｘ ｘ

ｃ ｂ

η・（σ ＋σ ） η・σ
＋ ≦１

f  f    ····································· (5.5.1.1) 

ここで，ƒｃは次による。 

ｉ ｊ

ｊ

Ｄ ＋2・ｔ 1200・
 ≦ 

2・ｔ Ｆ

g
 のとき 

＝Ｆc f   ······················································ (5.5.1.2) 

ｉ ｊ

ｊ

1200・ Ｄ ＋2・ｔ 8000・
＜ ＜

Ｆ 2・ｔ Ｆ

g g
のとき 

ｉ ｊ
１

ｃ
ｊ

1 8000・ Ｄ ＋2・ｔ 1200・
＝Ｆ ・ 1 －  ・  Ｆ－φ   ・  － 

6800・ Ｆ 2・ｔ Ｆ

       
     

       

g g

g
f  

              

 ································································ (5.5.1.3) 

ｉ ｊ

ｊ

8000・ Ｄ ＋2・ｔ
≦   ≦ 800

Ｆ 2・ｔ

g
 のとき 

１

ｉ ｊ

ｃ
ｊ

Ｄ ＋2・ｔ
＝φ

2・ｔ

 
 
 

f    ··········································· (5.5.1.4) 

ただし， （ｘ）φ１ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－ 1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・１φ  

 ···························· (5.5.1.5) 

また，ƒｂは次による。 
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ｉ ｊ

ｊ

Ｄ ＋2・ｔ 1200・
≦

2・ｔ Ｆ

g
 のとき 

＝Ｆｂ f   ························································ (5.5.1.6) 

ｉ ｊ

ｊ

1200・ Ｄ ＋2・ｔ 9600・
＜ ＜

Ｆ 2・ｔ Ｆ

g g
 のとき 

２

ｉ ｊ

ｊ

1 9600・ Ｄ ＋2・ｔ 1200・
＝Ｆ・ 1－ ・ Ｆ－φ ・ －ｂ 8400・ Ｆ 2・ｔ Ｆ

       
     

       

g g

g
f  

 

 ···························· (5.5.1.7) 

ｉ ｊ

ｊ

9600・ Ｄ ＋2・ｔ
≦ ≦ 800

Ｆ 2・ｔ

g
 のとき 

２

ｉ ｊ

ｂ
ｊ

Ｄ ＋2・ｔ
＝φ

2・ｔ

 
 
 

f  
  ········································· (5.5.1.8) 

ただし， （ｘ）φ２ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

 ···························· (5.5.1.9) 

ηは安全率で次による。 

ｉ ｊ

ｊ

Ｄ ＋2・ｔ 1200・
≦

2・ｔ Ｆ

g
 のとき 

＝1η   ························································ (5. 5.1.10) 

ｉ ｊ

ｊ

1200・ Ｄ ＋2・ｔ 8000・
＜ ＜

Ｆ 2・ｔ Ｆ

g g
 のとき 

ｉ ｊ

ｊ

0.5・Ｆ Ｄ ＋2・ｔ 1200・
η＝1＋  ・ －

6800・ 2・ｔ Ｆ

 
 
 

g

g
  ················· (5.5.1.11) 

ｉ ｊ

ｊ

8000・ Ｄ ＋2・ｔ
≦

Ｆ 2・ｔ

g
 のとき 

＝1.5η   ······················································ (5.5.1.12) 
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5.5.2 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·························· (5.5.2.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ  
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

 

 

＊ 

＊ 
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6. 評価結果 

各タンクの耐震評価結果について，Ⅵ-2-別添 2-2「溢水源としない耐震 B，Cクラス機器

の耐震性についての計算書」と同じ内容を表 6－1 に示す。発生値は許容限界を満足してお

り，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認した。 

 

 表 6－1 評価結果＊1 

評価対象設備 評価対象部位 応力の種類 
算出応力

(MPa) 

算出応力

(MPa) 
判定 

３号復水貯蔵タンク 基礎ボルト せん断 226 366 ○ 

３号補助復水貯蔵タンク 基礎ボルト せん断 226 366 ○ 

１号復水貯蔵タンク 胴板 座屈 0.66＊2 1＊2 ○ 

注記＊1：評価結果は，算出応力と許容応力を踏まえ，評価上厳しい箇所の結果について記載

する。 

＊2：評価式にて 1以下を満たしていることを確認しており，単位は「－（無次元）」とす

る。 

 

7. 添付資料 

（１）屋外タンクの耐震評価に用いる有効質量及びスロッシング荷重の算出について 

（２）タンク基礎の地震応答計算書 



添付資料（１） 

 

屋外タンクの耐震評価に用いる有効質量及びスロッシング荷重の算出について 
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1. 概要 

容器の内包流体には，水平方向の地震によりスロッシングが発生し，地震のエネルギーが

分散される。そのため，容器胴板及び基礎ボルトの耐震強度評価は，スロッシングを考慮し

て内包流体を地震により揺動しない部分（固定質量）と揺動する部分（自由質量）に分けて

評価するより，スロッシングを考慮せずに内包流体全てを固定質量で評価する方が保守的な

評価結果となる（別紙（１））。したがって，今回工認において申請している容器の多くは，

内包流体を固定質量として評価しているが，３号復水貯蔵タンク，３号補助復水貯蔵タンク

及び１号復水貯蔵タンクの水平方向においては，内包流体のうち有効質量を固定質量として

モデル化したうえで地震応答解析により地震荷重を求め，スロッシング荷重は別途，流体解

析によって算出し評価している。本資料では，３号復水貯蔵タンクを代表例として，有効質

量の設定方法及びスロッシング荷重の算出方法について説明する。 

なお，スロッシングで内包流体が容器の屋根に与える影響については，NS2 補足-027-10-

17「容器のスロッシングによる影響評価について」に示す。 

 

2. 有効質量の設定 

  ３号復水貯蔵タンクの水平方向の地震応答解析モデルを図1に示す。水平方向の地震応答

解析モデルにおけるタンク部分の質点質量については，内包流体の質量として有効質量分

を考慮しており，有効質量比（有効質量／全内包水質量）の設定方法について表1に示す。

内包流体の有効質量比は，速度ポテンシャル理論（引用文献（1），（2））に基づく値に余裕

をみて設定しており，NS2-補-027-10-45「サプレッションチェンバ及びサプレッションチ

ェンバサポートの耐震評価手法について」に示す有効質量の検討と同様に，「3. 流体解析

によるスロッシング荷重の算定」に示す流体解析結果との比較により，妥当性を確認して

いる。また，先行実績のあるハウスナー理論（引用文献（3））に基づく有効質量比と速度

ポテンシャル理論に基づく有効質量比が同等となることを確認している。 

また，有効質量比を用いたタンク質点質量の設定方法について表2に示す。表2における

内包流体の質量設定方法は，内包流体の重心を実態よりも高く設定することになるため，

保守的な設定である。内包流体の質量設定方法については表3に示す複数のモデル化方法を

検討したうえで，表4に示すとおり重心高さが保守的になるケース2を採用しており，ハウ

スナー理論及び速度ポテンシャル理論に基づく固定水の重心高さよりも保守的な設定にな

ることを確認している。 

ハウスナー理論及び速度ポテンシャル理論に基づく有効質量比（表 1参照）及び固定水

重心高さ（表 4参照）の算出式は別紙（２）に示す。 
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（ａ）ＮＳ方向               （ｂ）ＥＷ方向 

図 1 ３号復水貯蔵タンク（破線部）の水平方向の地震応答解析モデル 

表 1 有効質量比の設定 

設備名称 
内径 

（mm） 

液位 

（mm） 

内包流体

の全質量 

(kg) 

有効質量比 

ハウスナー

理論

速度 

ポテンシャル 

理論 

流体解析結果 設定値 

３号復水 

貯蔵タンク 
15500 8500 

表 2 有効質量比を用いたタンク質点質量の設定 

質点

No. 

機器質量 

（積雪質量

含む） 

① 

[kg] 

内包流体質量 

内包流体の有効質量を 

考慮した質点質量 

①＋③

[kg]

全内包流体の質量を 

固定質量とする場合 

② 

[kg] 

内包流体の有効質量を 

固定質量とする場合 

(②×有効質量比)

③ 

[kg] 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

合計 

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

1953

613.7

102.9

 593200

 62640

102200

 40400

 824.2

 20900

 38750

 966.3

  22530

3225

1498

 414100

14520

2852

1007

3187

18.17
1095

18.17
1095

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

342.2
13520

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m2)せん断断面積（m2）

断面二次モーメント（m4）

単位：m
CST 遮蔽壁

EL 19.195
EL 19.000

EL 17.015
EL 16.700

EL 14.515
EL 14.200

EL 12.015
EL 11.700

EL 9.515
EL 9.350

EL 7.000

タンク基礎

EL 4.500

Kθ，Cθ KH，CH

3225

 824.2

 20900

 966.3

 38750

 40400

 71750

1953

613.7

102.9

2852

3187

1007

1498

14520

 593200

22530

 369000

 70230

7

6

4

3

5

2

1

8

9

12

11

10

0.2923
13.18

0.4224
19.06

0.5525
24.94

0.6501
29.36

0.7478
33.78

342.2
11200

8.388
664.6

8.388
664.6

9.643
767.8

8.390
1233

8.390
1233

質点重量（kN)

回転慣性重量（kN・m
2
)せん断断面積（m

2
）

断面二次モーメント（m4）
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表 3 有効質量相当の内包流体質量のモデル化方法の検討 

質点

No. 

内包流体質量のモデル化方法 

ケース 1 ケース 2

固定質量をタンク下部から 

振り分ける場合 

[kg] 

固定質量を表２のとおり 

振り分ける場合 

 [kg] 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

合計 

表 4 内包流体のモデル化方法による固定水重心高さの比較 

ケース 1

(mm)

ケース 2

(mm)

ハウスナー理論

(mm) 

速度ポテンシャル理論 

(mm) 

2749 4204 3203 3485 
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3. 流体解析によるスロッシング荷重の算定 

3.1 解析方針 

３号復水貯蔵タンクの流体解析は，NS2-補-027-10-45「サプレッションチェンバ及びサ

プレッションチェンバサポートの耐震評価手法について」におけるサプレッションチェン

バの流体解析と同様の手順で実施する。流体解析では，３号復水貯蔵タンク内部水の有効

質量による荷重（３号復水貯蔵タンクと一体となって振動することによる荷重）とスロッ

シング荷重の総和として荷重が算定されるため，内部水の有効質量による荷重を差し引く

ことによってスロッシング荷重を算定する。スロッシング荷重の算定フローを図 2 に示

す。 

 

図 2 スロッシング荷重算定フロー 

 

3.2 解析条件 

   ３号復水貯蔵タンクの流体解析の解析条件を表 5に，流体解析のモデルを図 3に示

す。地震動の入力条件は，スロッシングの卓越周期帯で応答加速度が大きいＳｓ－Ｄを

用いた。３号復水貯蔵タンクの流体解析に適用する入力加速度を図 4に示す。 

 

表 5 流体解析の解析条件 

項目 内容 

水位 8500mm（1600m3） 

評価用地震動 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ（水平方向と鉛直方向）＊に

対する３号復水貯蔵タンク基礎の応答 

（１方向（ＮＳ方向）＋鉛直方向入力） 

解析コード 
汎用流体解析コード Fluent 

(ＶＯＦ法を用いた流体解析) 

注記＊：スロッシングの卓越周期帯で応答加速度が大きいＳｓ－Ｄを用いる。 

フィルター処理によるスロッシング周期成分の除去

タンク壁面に加わる荷重の算定（Ａ） ＊

解析モデルの作成

流体解析の実施
（Fluent）

内部水の有効質量による荷重の算定（Ｂ） ＊

スロッシング荷重の算定
（（Ａ）－（Ｂ））＊

荷重と加速度の関係より
内部水の有効質量比を算定

（表1の妥当性確認）

注記＊：時刻歴荷重として算定する。
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図 3 流体解析モデル 

 

  

（ａ）水平方向（ＮＳ方向）          （ｂ）鉛直方向 

図 4 ３号復水貯蔵タンクの流体解析に適用する入力加速度 

 

  

 

追而 

 

追而 

 

追而 
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3.3 スロッシング荷重算定 

3.3.1 スロッシング荷重算定方法 

Fluentで算出される内部水全体による荷重（有効質量による荷重及びスロッシン

グ荷重）Ｆは，スロッシングによる荷重ＦＳ及び容器と一体となって振動する有効質

量による荷重 ｘＭＥ  の和であることから，下式で表される。 

 

 ｘＭ＋Ｆ＝Ｆ ＥＳ
  

 

よって，スロッシングによる荷重ＦＳは下式で表される。 

 

  ｘＭ＝Ｆ－Ｆ ＥＳ
  

 

ここで， 

     ＦＳ ：スロッシングによる荷重 

     Ｆ   ：内部水全体による荷重 

     ＭＥ ：内部水の有効質量（流体解析により得られた有効質量比から算出） 

      ｘ     ：入力加速度 

 

なお，有効質量の算出においては，荷重時刻歴波形についてフィルター処理を行い，

スロッシング周期成分を取り除いている。 

 

3.3.2 スロッシング荷重算定結果 

Fluentで算定した内部水による荷重Ｆ，容器と一体となって振動する有効質量に

よる荷重 ｘＭＥ
 ，スロッシングによる荷重ＦＳの荷重時刻歴を図 5に，スロッシング

モードによる最大荷重及びスロッシングによる荷重算定における有効質量比を表 6

に，Fluentで算出した内部水による荷重Ｆのフーリエスペクトルを図 6に，フーリ

エスペクトルから求めたスロッシングの固有周期を表 7 に示す。また，スロッシン

グ解析結果例（最大荷重発生時刻付近）を図 7に示す。 
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（ａ）各荷重の重ねがき 

 

（ｂ）内部水全体による荷重Ｆ 

 

（ｃ）容器と一体となって振動する有効質量による荷重 ｘＭＥ   

 

（ｄ）スロッシングによる荷重ＦＳ 

図 5 各時刻歴荷重 

  

 

追而 

 

追而 

 

追而 

 

追而 
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表 6 スロッシング荷重及び内部水の有効質量比 

スロッシング荷重 

（最大） 
内部水の有効質量比 

追而 追而 

 

 

図 6 内部水全体による荷重Ｆのフーリエスペクトル 

 

表 7 スロッシングの卓越周期 

卓越周期 

追而 

 

 

図 7 スロッシング解析結果例（最大荷重発生時刻付近） 

  

  

 

追而 

  

 

追而 
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4. スロッシング荷重を考慮した耐震評価方法 

 4.1 耐震評価用スロッシング荷重 

容器の耐震評価において，地震時における荷重として考慮するスロッシング荷重につ

いては，スロッシング現象の不確かさ及び水平２方向入力による影響等に対する保守性

として√２倍の余裕を考慮し，スロッシング最大荷重に余裕を加味した耐震評価用スロ

ッシング荷重を用いることとした。流体解析結果及び耐震評価用スロッシング荷重を表

8に示す。 

 

表 8 流体解析結果及び耐震評価用スロッシング荷重 

流体解析で得られる 

スロッシング荷重（kN） 

耐震評価用 

スロッシング荷重（kN） 

追而 追而 

 

 

4.2 スロッシング荷重の考慮方法 

容器の耐震評価におけるスロッシング荷重の考慮方法について，サプレッションチェ

ンバと同様の方法を以下に示す。スロッシング荷重により各質点に生じる断面力（せん

断荷重及びモーメント）は，水平方向に単位加速度を作用させた静解析により得られる

各質点の断面力を係数倍＊した結果として算出し，地震による断面力と組み合わせて耐

震評価を行う。 

 

注記＊：係数＝スロッシング荷重／単位加速度によりタンク基部に作用する水平方向 

荷重 

 

5. 別紙 

（１）スロッシングを考慮した場合の内包流体の挙動について 

（２）ハウスナー理論及び速度ポテンシャル理論に基づく有効質量比及び固定水重心高さ 

の算出 

 

6. 引用文献 

（１）スロッシング 液面揺動とタンクの振動（森北出版，小松 敬治著） 

（２）円筒タンクの耐震設計法に関する研究（第 2報，水平動に対する剛基礎上の円筒タンク

の耐震計算法，日本機械学会論文集（C編）48巻 427号（1982） 

（３）Nuclear Reactors and Earthquakes,TID-7024.：United States Atomic 

Energy Commission,August 1963. 
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別紙（１） 

 

スロッシングを考慮した場合の内包流体の挙動について 

 

1. スロッシングを考慮した内包流体における荷重とモーメントの低減について 

タンクに地震荷重が作用した際に，内包流体にスロッシングが生じる。 

スロッシングが生じることで内包流体は上下方向にも動くことになり，内包流体に作用す

る地震エネルギーの一部が上下方向のエネルギーに変換され，タンク胴板に水平方向荷重と

して作用するエネルギーの総量が減少する。 

また，内包流体がスロッシングにより揺動することで荷重の作用方向が逸散し，内部流体

に対する水平方向荷重作用点の重心高さが，内包流体を揺動しない固定質量と見なした場合

に比べ低くなる。 

それらを考慮することで，水平方向に作用するエネルギー総量の減少及び荷重作用点の低

下となり，タンク本体及び基礎ボルトに作用する地震荷重（水平方向荷重及び転倒モーメン

ト）が低減される。 

スロッシングによる重心高さ及び荷重低減のイメージを以下に示す。 

スロッシングによる波高は地震動の増加により大きくなるが，波面衝突によってスロッシ

ング形状の乱れが大きくなり，衝突圧力が抑えられる傾向である。したがって，地震動が大

きいときのスロッシングによる内包流体の挙動に対しても考え方は同様である。 

 

モーメントを水平方向荷重で除したものが重心高さとすると，重心高さｇは以下の式で表

される。 

モーメントＭ＝水平方向荷重Ｆ×重心高さｇより，ｇ＝Ｍ／Ｆ 

ここで，水平方向荷重Ｆ＝水平方向加速度αＨ×質量ｍ 

内包流体の全質量を自由質量と固定質量に分けて考えた場合，内包流体の全質量ｍＴ＝自

由質量ｍ１＋固定質量ｍ０となる。 

スロッシングを考慮した場合，自由質量ｍ1は揺動により荷重作用方向が分散することか

ら，水平方向荷重が減少するが，加速度は変化していないため自由質量ｍ1が小さくなるも

のとして，等価自由質量ｍ１’と見なす。次に重心高さｇは， 

ｇ＝（ｍ１×ｍ１の重心高さｇ１＋ｍ０×ｍ０の重心高さｇ０）／全質量ｍＴ により求まる。 

 

 

 

 

    
（スロッシングを考慮しない場合） （スロッシングを考慮した場合） 

上向きと水平方向に分散 

･･･地震荷重 

質量ｍＴ 

質量ｍ１’＜ｍ１ 

質量ｍ０ 
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スロッシングを考慮することにより，ｍ１が等価自由質量ｍ１’として小さくなること

で，ｍ１’の重心高さも等価重心高さｇ１’と見なし，スロッシングを考慮した重心高さ

は， 

ｇ’＝（ｍ１’×ｇ１’＋ｍ０×ｇ０）／ｍＴ となり，ｇより低くなる。 

注：自由質量ｍ1 はスロッシングにより揺動すると仮定する内包流体の質量を，固定質量  

ｍ０はスロッシングにより揺動しないと仮定する内包流体の質量として，質量ｍＴを

分けたそれぞれの質量を示す。また，等価自由質量ｍ１’は揺動することによる荷重

分散を質量が低減するものとして表したものである。 

 

以上より，スロッシングを考慮した場合，上下方向へのエネルギーの分散が生じること

により，水平方向の地震荷重は低減される。さらに，自由質量部分の荷重低減を等価自由

質量として質量低減と見なすことにより，荷重作用点である重心高さが低くなり，水平方

向モーメントも低減される。 
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別紙（２） 

ハウスナー理論及び速度ポテンシャル理論に基づく有効質量比及び固定水重心高さの算出

1. 概要

容器の有効質量比及び固定水重心高さを計算するための理論式としては，ＪＥＡＧ４６０

１－1987 においてスロッシングの評価方法として記載されているハウスナー理論及び速度

ポテンシャル理論に基づく算出式が存在する。本資料では，ハウスナー理論及び速度ポテン

シャル理論に基づく平底円筒形容器の有効質量比及び固定水重心高さの算出方法を示す。

2. 記号の説明

有効質量比及び固定水重心高さの算出に用いる記号を表 2－1に示す。

表 2－1 速度ポテンシャル理論等に基づく算出に用いる記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｍＴ 内包流体の全質量 kg 

ｍ０ 内包流体の固定水質量 kg 

ｍ
𝑖

内包流体の自由質量（i次） kg 

Ｒ 胴の内半径 m 

Ｈ 内包流体の最高液位 m 

Ｈ
𝑖

内包流体の自由水重心高さ（i次） m 

Ｈ０ 内包流体の固定水重心高さ m 

ξ 
引用文献（１）による 

内包流体の自由質量における係数 
－ 

3. 算出式

3.1 速度ポテンシャル理論に基づく算出式 

内包流体の固定水質量ｍ０は，内包流体の自由質量ｍ
𝑖
を求めることにより算出する。

ただし， とする。 

内包流体の固定水重心高さＨ０は，内包流体の自由水重心高さＨ
𝑖
を求めることにより

算出する。 
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3.2 ハウスナー理論に基づく算出式 

内包流体の固定水質量ｍ０は下式により算出する。 

内包流体の固定水重心高さＨ０は下式により算出する。 




